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１．沖縄振興計画の策定について
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沖縄振興計画の策定経緯

◆平成24年

４月１日 改正沖縄振興特別措置法（以下「法」という）の施行

５月10日 第21回沖縄振興審議会
「沖縄振興基本方針」等について審議（法第３条の２第４項）

５月11日 内閣総理大臣が「沖縄振興基本方針」を決定
（法第３条の２第１項）

５月15日 沖縄県知事が「沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計
画）」を決定（法第４条第１項）
沖縄県知事が同計画を内閣総理大臣へ提出（法第４条第５項）

５月24日 内閣総理大臣から沖縄県知事に通知（法第４条第８項）

９月14日 沖縄県知事が「沖縄２１世紀ビジョン実施計画」を決定
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沖縄２１世紀ビジョン基本計画

沖縄振興計画の概要

目
標

施
策
展
開
の
基
軸
等

名
称
等

県民が描く５つの将来像の実現 ４つの固有課題の克服
＊沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島
＊心豊かで、安全・安心に暮らせる島
＊希望と活力にあふれる豊かな島
＊世界に開かれた交流と共生の島
＊多様な能力を発揮し、未来を拓く島

＊基地問題の解決と駐留軍用地跡地利用
＊離島の不利性克服と国益貢献
＊海洋島しょ圏 沖縄を結ぶ交通ネットワークの構築
＊地方自治拡大への対応

自立、交流、貢献を指針とし、我が国の発展に寄与する新生沖縄 を創造するとともに、

自然や文化などよき沖縄の価値を高めていく再生沖縄 に取り組む

県民が描く将来像の実現を目指し、県が主体的に策定する計画 （平成24 ～ 33年度）

潤いと活力をもたらす
沖縄らしい優しい社会の構築

日本と世界の架け橋となる
強くしなやかな自立型経済の構築

＊子どもが健やかに生まれ育つ環境の整備
＊伝統文化の発信・交流・次世代継承
＊豊かな自然環境の保全
＊だれもがいきいきと暮らせる生活空間の整備
＊沖縄らしい風景・まちなみ創生
＊人間優先のまちづくり
＊離島・過疎地域を県民全体で支え合う社会の形成
＊地域コミュニティーの構築
＊災害に強い島づくり など

＊アジア規模の経済発展基盤整備
＊世界規模の観光リゾート地の形成
＊情報通信関連産業の高度化・多様化
＊臨空・臨港型産業の集積
＊知的・産業クラスターの形成
＊文化、スポーツ等を活用した新たな産業の創出
＊県民生活を支える中小企業の振興
＊農林水産業の振興
＊雇用対策と多様な人材の確保 など

好循環

（県民にやすらぎと活力をもたらし、経済発展を支える） （生み出された利益は、優しい社会の構築へ寄与）
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（１）世界との交流ネットワークの形成 （２）国際協力・貢献活動の推進

（１）沖縄らしい個性を持った人づくりの推進
（２）公平な教育機会の享受に向けた環境整備
（３）自ら学ぶ意欲を育む教育の充実
（４）国際性と多様な能力を涵養する教育 システムの構築
（５）産業振興を担う人材の育成
（６）地域社会を支える人材の育成

沖縄２１世紀ビジョンで示した５つの将来像に沿って沖縄県等の取組を整理・体系化し、３６の基本施策を示しました。

沖縄振興計画における基本施策

（１）自然環境の保全・再生・適正利用
（２）持続可能な循環型社会の構築
（３）低炭素島しょ社会の実現
（４）伝統文化の保全・継承及び

新たな文化の創造
（５）文化産業の戦略的な創出・育成
（６）価値創造のまちづくり
（７）人間優先のまちづくり

【将来像Ⅰ】

沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を
大切にする島

（１）健康・長寿おきなわの推進
（２）子育てセーフティネットの充実
（３）健康福祉セーフティネットの充実
（４）社会リスクセーフティネットの確立
（５）米軍基地から派生する諸問題

及び戦後処理問題の解決
（６）地域特性に応じた生活基盤の

充実・強化
（７）共助・共創型地域づくりの推進

【将来像Ⅱ】
心豊かで、安心・安全に暮らせる島

【将来像Ⅲ】 希望と活力にあふれる豊かな島

【将来像Ⅳ】 世界に開かれた交流と共生の島

【将来像Ⅴ】 多様な能力を発揮し、未来を拓く島

（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備
（２）世界水準の観光リゾート地の形成
（３）情報通信関連産業の高度化・多様化
（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流

拠点の形成
（５）科学技術の振興と知的・産業クラスター

の形成
（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな

産業の創出
（７）亜熱帯性気候等を生かした農林水産業

の振興
（８）地域を支える中小企業等の振興

（９）ものづくり産業の振興と地域
ブランドの形成

（10）雇用対策と多様な人材の確保
（11）離島における定住条件の整備
（12）離島の特色を生かした産業振興

と新たな展開
（13）駐留軍用地跡地の有効利用

の推進
（14）政策金融の活用
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２．地域指定について
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地域指定の状況について

国際物流拠点産業
集積地域

法第４２条

金融業務特別地区

法第５５条

那覇空港･那覇港及び
中城湾港周辺地域

名護市

沖縄県知事の申請に基づき
主務大臣（内閣総理大臣及
び経済産業大臣）が指定

※旧自貿・特自貿地域は
改正沖振法附則により
地域指定のみなし措置

※那覇空港・那覇港周辺
地域について追加指定

旧制度延長・継続

※改正沖振法附則
により期限を延長

観光地形成促進地域

法第６条

観光地形成促進計画
（沖縄県知事策定）

※沖縄県知事策定の
計画により地域指定

※旧制度での１７地域
から県内全域へ拡大

産業高度化・事業革新
促進地域

法第３５条

産業高度化・事業革新
促進計画
（沖縄県知事策定）

※沖縄県知事策定の
計画により地域指定

※旧制度での１３市町
村から県内全域へ
拡大

情報通信産業振興地域

法第２８条

２４市町村
本部町 名護市 宜野座村
金武町 恩納村 うるま市
読谷村 嘉手納町 沖縄市
北中城村 中城村 北谷町
宜野湾市 西原町 浦添市
那覇市 豊見城市 南風原町
与那原町 八重瀬町 南城市
糸満市 宮古島市 石垣市

情報通信産業
特別地区

法第２９条

名護・宜野座地区
那覇・浦添地区
うるま地区

対象地域

指定方法

指定状況

沖縄県知事の申請に基づき主務大臣（内閣総理大臣、
総務大臣及び経済産業大臣）が指定

※情報通信産業振興地域については、離島
地域を含めた従来の２４市町村を指定

※情報通信産業特別地区については、従来
の２地区（名護・宜野座、那覇・浦添）に
うるま地区を追加指定

県内全域 県内全域

７／３１
指定済

４／１
指定済

５／２４
指定済

沖縄県知事

主務大臣

沖縄振興審議会

官報公示

４／１～
継続

沖縄県振興推進委員会
で申請を決定

沖縄県振興推進委員会
で申請を決定
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３．沖縄振興特別推進交付金について
（一括交付金）
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○ 平成２４年度沖縄振興特別推進交付金８０３億円のうち、
県事業分５００億円、市町村事業分３０３億円を配分

○ 県事業分５００億円については、４次にわたり計２０３事業
を事業計画に計上のうえ、国へ提出
（法第１０５条の３第１項）

○ 昨年１２月１８日付けで第４次交付決定
（法第１０５条の３第２項）

沖縄振興特別推進交付金（県事業分）の状況について
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平成24年度沖縄振興特別推進交付金事業一覧（基軸別・県事業分）
平成24年度（県分）５００億円

【離島振興】
① 離島航路事業者への船舶建造費又は購入費の支援
② 離島住民等の交通コストに係る一部支援
③ 財政力の弱い離島・過疎町村が実施する交付金事業への支援
④ 離島における割高な生活コストの低減化の実証実験
⑤ 高校生の寄宿舎（寮）と交流の拠点となる施設設置に向けた調査等
⑥ 離島市町村が実施する介護サービスの事業費への支援 など

【子育て・福祉・医療】

① 待機児童解消のための施設改善、児童の処遇向上等への支援
② 民間アパートを活用した母子家庭の母への生活・就労支援
③ 就労支援事業所の総売上高向上のための支援
④ 重粒子線施設の導入に係る検討基礎調査の実施 など

【文化・交流・平和】
① 地域の文化資源を活用した事業実施の支援
② 沖縄の文化等を活用したコンテンツ制作事業者への支援
③ 空手道会館（仮称）建設に向けた基本計画等の策定
④ 沖縄戦体験者の証言等のデジタルコンテンツ化 など

【自然環境・風景】
① 風景づくりの意識向上、人材育成、景観向上行動計画の策定等
② サンゴ礁地形に適した精度の高い潮流ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの構築
③ 病害虫による被害調査や防除技術の研究、防除対策の実施
④ 赤土流出防止対策のための農業環境ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの育成 など

【競争力のある社会基盤の整備】
① ノンステップバスの導入、バスロケーションシステムの導入等の支援
② 那覇港における物流の効率化に資する施設の需要、可能性調査
③ Ｊ２規格のサッカー公式戦が開催できる施設の整備
④ 特定駐留軍用地内の土地取得のための基金の設 など

【観光産業の振興】
①観光危機管理に対する先導的取組、台風時の観光客対策の実施
②市場特性に対応した戦略的な誘客活動の実施 など

【情報通信関連産業の振興】
①モバイル機器の相互接続やソフトウェア動作検証等に係る事業者支援
②クラウドデータ・センターの集積に必要な基盤整備 など

【新リーディング産業の振興】
① 国際物流拠点産業集積地域への国際物流拠点施設の整備
② 沖縄国際航空物流ハブ活用推進のためのプロモーションの実施
③ ライフサイエンス分野に係る高度実験設備・機器の整備
④ 知的クラスター形成に向けた共用研究施設の整備 など

【農林水産業の振興】
① 農林水産物（戦略品目）の本土への輸送費の一部支援
② 製糖事業者への施設整備等の支援
③ 農業共済組合が行う普及推進事業等の支援 など

【製造産業・地場産業の活性化】
① 国際物流拠点産業集積地域への賃貸工場の整備
② 高度技術製造業誘致促進のための賃貸工場への機械装置整備 など

沖縄らしい優しい社会の構築 強くしなやかな自立型経済の構築

① 国内外の観光客が満足する質の高いｻｰﾋﾞｽを提供できる人材の育成 ⑤ 高校生、大学生等の米国、アジア諸国等への派遣
② 複式学級を保有する小学校への学習支援員の配置 ⑥ ＩＴ企業と情報技術系学科を有する高校との相互交流等の実施
③ 県内若年者の海外での就業体験と訓練の実施 ⑦ グローバル・リーダー育成のための高校生等の短期海外派遣
④ 高校生を即戦力ある人材に育成するために必要な設備の整備 ⑧ 福祉・介護の人材育成ガイドラインの作成等 など

沖縄の発展を担う人材の育成

９



○ 平成２４年度沖縄振興特別推進交付金８０３億円のうち、
３０３億円を市町村分として配分

○ 市町村分３０３億円については、１２７３事業を事業計画
に計上のうえ、国へ提出
（法第１０５条の３第１項）

○ 昨年１２月１８日付けで交付決定
（法第１０５条の３第２項）

沖縄振興特別推進交付金（市町村分）の状況について
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平成24年度沖縄振興特別推進交付金事業一覧（基軸別・市町村分）
平成24年度（市町村分）３０３億円

【離島振興】（１２団体）
① 妊婦健診の運賃・宿泊費等の支援
② 人工透析施設の整備
③ 航路を補完する空路移動手段の確保
④ Ｉターン受入や専門家等の招聘のための定住促進住宅の整備
⑤ 専門病院の受診のための渡航費の助成
⑥ 離島における総合的な社会福祉サービスの拠点整備 など

【子育て・福祉】（１９団体）
① 認可外保育施設の保育士等配置及び施設改修
② 幼稚園の預かり保育の人員配置及び施設改修
③ 小規模離島の公立保育所整備
④ 放課後児童クラブの家賃助成
⑤ 子育て相談のための人員配置 など

【文化振興・国際交流】（２１団体）

① 文化振興等拠点施設の整備及び機能強化
② 伝統芸能文化の継承活動の支援、歴史文化資料のデジタル化
③ 中学生・青年海外派遣研修、海外移住者子弟の研修受入 など

【環境保全・防災】（２５団体）

① 公共施設等への太陽光発電施設の整備
② 地域の水源を利用した小水力発電施設の整備
③ 防災無線施設
④ 津波避難タワー・ビルの整備、海抜表示板設置

【その他】（９８事業）
① 福岡戸籍等の電子化
② 戦争遺跡の保全
③ 基地返還跡地転用推進基金等 など

【観光産業の振興】
（１）観光地周辺施設整備

（３５団体）
① 地域の歴史・文化等を活用した観光拠点の整備
② 観光地の公共駐車場の整備
③ 無料公衆無線ＬＡＮ環境の構築 など

（２)観光地の美化
（２９団体）
① 植栽整備等（観光地等重点地区）
② 景観・美観の創出・継承のための公共空間の緑化など

（３）観光プロモーション等
（２４団体）
① 県外における観光誘客のための街頭宣伝活動
② 商店街拠点における誘客イベント、アジア最大級の音楽イベント開催 など

（４）その他観光振興
（３２団体）
① 琉球漆器に関連した企画展開催や常設展の充実
② 琉球王朝時代の歴史風致資産の調査等 など

【農林水産業の振興】（２８団体）
① 花卉出荷用の選別機導入、野菜用パイプハウスの導入支援
② 新たな水産技術の習得等を行う水産振興センター整備
③ 子牛生産体制強化のための繁殖雌牛の更新促進 など

【地場産業の活性化、企業立地の促進、その他】（２１団体）
① 特産品開発の支援、販路拡大の支援
② 超高速通信基盤の整備促進 など

沖縄らしい優しい社会の構築 強くしなやかな自立型経済の構築

【教育分野】（３２団体）
（１） 学習支援員等の配置 ① 学力向上のための学習支援員の配置 ② 小中学校英語指導員の配置 ③ 特別支援教育支援員・カウンセラーの配置 など
（２） 学校施設整備・補修 ① 施設の長寿命化・老朽化対策 （校舎等外壁塗装等） ② 学習環境の改善 （屋根断熱塗装、小規模の冷房設備等） など
（３） 学校支援ICT機器の導入 ①教育用パソコン ②電子黒板 ③デジタル教科書 など
（４） その他学校関連 ① 昭和52年以前に建設された校舎等剥離補修 ② 離島児童生徒の県大会派遣、県内児童生徒の全国大会派遣交流促進等 など

沖縄の発展を担う人材の育成
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